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論⽂の概要 

地⽅⾃治体の広域連携の効果について検証するため、Moran統計量による空間相関分
析を⾏った。その結果、ごみ処理費⽤については広域連携の効果が確認され、待機児
童についても共通の政策⽬標が形成された⾃治体の広域連携においては待機児童数が
減少し、⾏政の効率化を促す可能性を指摘している。 

 
論⽂審査会コメント 

広域連携の効果を論じたチャレンジングな実証論⽂として評価された。⼀⽅で、結論
を導いている図の不備、⼀部の引⽤に誤解があるのではないかなどの批判はあった。 
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1. はじめに 

1999年から2010年にかけて、総務省の主導による市町村合併の推進、所謂「平成の合併」が行われた。これは財

政的に余裕のない自治体同士の合併を行なうことにより、財政の効率化及び財政基盤の強化等を図る政策であり、当該

10年間で約1500程度の市町村の合併が行われた。(1) （図1） 

そして、その次段階として現在進められている政策として「広域連携の推進」がある。総務省ホームページによる

と、広域連携とは「地方公共団体が、広域にわたり処理することが適当であると認められる事務を処理するために設け

る特別地方公共団体。国又は都道府県から直接に権限や事務の移譲を受けることができる。」(2)と説明され、この制度

の活用によって、国や都道府県主導ではなく、市町村主導による一層の行政運営の効率化やそれに伴う財政基盤の強化

などが期待されている。 

実際に、例えば、昨今話題となっている待機児童問題に対しても広域連携の活用が為されている。待機児童数は日本

全体で、2010年に26,275人を記録し、2014年には21,371人とその数を減少させたものの、2017年には26,081人と

以前の水準へと戻っている。一方で、2018年には19,895人と翌年と比較して 6,186人もの待機児童を減らすことに成

功している。(3)しかしこれはあくまで全体数の推移であり、地域別にその推移を見てみると待機児童の増減には大きな差

が見られる。このような状況を考慮に入れ、待機児童数の推移の特徴を地域別に捉え、どのような特徴を持った地域が

広域連携の活用により、待機児童の減少に成功しているのかの分析を本稿の1つ目の研究課題とする。 

また、広域連携の主要な活用先の一つとして「ごみ処理費用の削減」が挙げられる。これはごみ処理施設の建設や維

持にかかる莫大な費用、ごみを燃焼させることから生じる環境への負荷など、事業広域化によるメリットが大きいと考

えられることから多くの地域で活用されている。ごみ処理にかかる広域連携の主要な事例としては大阪湾フェニックス

事業が挙げられる。これは京都・大阪・兵庫・滋賀・奈良・和歌山の合計168市町村が参加したごみの最終処分場に関

する広域連携事業であり、1970年に起草され、現在も大阪湾広域処分場整備促進協議会が中心となり活動している。

その成果として、人口約二千万人という規模の経済性によりごみ処理にかかる費用の効率化を実現させている(4)。この

ような事例を踏まえ、本稿では2つ目の研究課題として、広域化がごみ処理費用の変化にどの程度寄与したかに関する

評価を行なう。 

 

図1 平成の大合併（都道府県財政と市町村数減少率） 

 
（出典：総務省「地方財政状況調査関係資料」より筆者作成） 



 

1.1 先行研究 

Institutional Collective Action理論 

Institutional Collective Action理論とは、Feiock(5)がOlson(6)のCollective Action理論を組織間協力行動に拡張したもので

ある。Collective Action理論とは、主に以下の2つの場合において、人が集団に協力することに利益があるとするもので

ある。 

 

1. 集団に加わらなければ得られない便益を受け取ることができる場合。規模の経済などがこれに該当する。 

2. 共通の政策的目標や優先事項を前進させることができる場合。外部性の問題などがこれに該当する。 

 

Feiock(5)はこれをさらに発展させ、以下の5つの要素が組織間の協力行動において重要な意味をもつことを示唆した。 

 

① 地理的近接性 

地理的に近い自治体は、行き来のしやすさや社会的文化的類似性等から協力行動をとりやすい。 

② グループサイズ 

協力行動を行う集団に含まれる主体の数が多くなると、調整に要する取引コストが大きくなり、調整が難しく

なる。 

③ 共通の政策目標 

複数の自治体が共通の利害や政策も区報を持つことが、協力行動への大きな動機付けとなる。 

④ リーダーや政策的起業家の存在 

主張や政策的なキーマンの強力なリーダーシップが協力行動の求心力になり得る。 

⑤ 強制力やインセンティブ 

協力行動に加わらない場合のペナルティや協力することへのインセンティブが協力行動を促進する。 

 

2. 実証分析の概要と分析手法 

2.1 仮説 

本項では、本稿で明らかにする仮説とその根拠を述べる。本稿で検証する仮説は以下の 2つである。 

 

仮説1 広域連携により Institutional Collective Actionが促進された自治体では、待機児童問題が緩和された。 

仮説2 広域連携により Institutional Collective Actionが促進された自治体では、ごみ処理費用が削減された。 

 

Olson(6)のCollective Action理論によれば、規模の経済の問題、並びに外部性の問題においては、複数の主体間で協力

行動が起きる。仮説1、仮説2はともに規模の経済としての側面がある。 

仮説 1に関しては、各自治体が待機児童を減らすために、保育所を増設したり、保育士を増員したりするために、財

政支出を求められる。その際、「財政的自由度が小さければ、投入要素の調整に伴う転換コスト」がかかるため、政策目

標の達成が困難になる（國崎・中村1994(8)）。ここにおいて、広域連携は有効な政策となり得る。 

仮説 2に関しては、環境負荷の少ない高度な熱回収施設等の整備が求められる中、当然こうした設備を個別で整備す

ることは莫大な予算を要し、自治体財政を圧迫する。ここにおいても、広域連携は有効な政策となり得る。 

加えて、Feiock(5)が広域連携の成否を分ける要素として挙げた「①地理的近接性」「③共通の政策目標」に着目し、共

通の政策目標を掲げる複数の自治体が地理的に近接しているとき、広域連携の効果の大小に影響を与えるかも合わせて

検証する。 

 

2.2 分析手法 

分析に用いた手法は以下のとおりである。 

 

最小二乗法 

今回の分析では従属変数が量的変数であるため、最小二乗法による重回帰分析を用いた。 

なお、𝒙𝒊は自治体 iの統制変数のベクトル、𝜹𝒊はパラメータである:  

 

Model 1, 2 

𝑌𝑖 = 𝛼𝑖 + 𝛽 ∙ 𝑐𝑒𝑛𝑡𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖 + 𝛾 ∙ (𝑐𝑒𝑛𝑡𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖 × 𝑧𝑎𝑖𝑠𝑒𝑖_𝑚𝑜𝑟𝑎𝑛𝑖) + 𝜹𝒊𝒙𝒊 + 𝜀𝑖 

 
Model 3 

𝑌𝑖 = 𝛼𝑖 + 𝛽 ∙ 𝑝𝑙𝑎𝑛𝑡𝑛𝑢𝑚_𝑐ℎ𝑎𝑛𝑔𝑒
𝑖

+ 𝛾 ∙ (𝑐𝑒𝑛𝑡𝑟𝑎𝑡𝑒𝑖 × 𝑧𝑎𝑖𝑠𝑒𝑖_𝑚𝑜𝑟𝑎𝑛𝑖) +  𝜹𝒊𝒙𝒊 + 𝜀𝑖 

 
 
 



Moran I 統計量 

今回の分析では各都道府県のGlobal Moranを算出する。近接リストは隣接の有無によって作成した（図2.2）。 

 

図2.2 市町村間の隣接イメージ 

 
富山県          秋田県 

 

3. データと変数 

3.1 使用するデータ 

上に挙げた仮説を検証するために、政府統計を使用して分析する。本稿では「教育用標準データセット」（総務省統計

局）、「一般廃棄物処理実態調査結果」（環境省）、並びに「国土数値情報 行政区域データ」（国土交通省）を使用した。

また今回の分析では、連携中枢都市圏を基軸とした「新たな広域連携」が提示された2013年(7)、並びに教育用標準デー

タセットにおいて最新年度として記載されている2016年のデータを特に参照した。 

 

3.2 変数 

分析に用いた変数は以下のとおりである。 

従属変数（仮説1） 

待機児童数変化（2016年 / 2013年比） 

各都道府県の2016年における待機児童数を2013年における待機児童数で除した値を仮説1における従属変数とす

る。データは「教育用標準データセット」を参照した。待機児童数が減少した場合は0以上1未満、増加した場合は1

より大きく、変化がなかった場合は 1となる。尚、0から0へ変化した場合も 1として扱った。また岡山県のデータ

については、2016年に急激な増加を観測したが、これは当該自治体が「待機児童」の定義を改めたことによるもので

あるため、今回の分析では欠損値として扱った。 

 

従属変数（仮説2） 

一人当たりごみ処理費用変化（2016年 / 2013年比） 

各都道府県の2016年における一人当たりごみ処理費用を2013年における一人当たりごみ処理費用で除した値を仮

説2における従属変数とする。都道府県内人口のデータについては「教育用標準データセット」、ごみ処理費用につい

ては「一般廃棄物処理実態調査結果」を参照した。一人当たりごみ処理費用減少した場合は 0以上 1未満、増加した

場合は1より大きく、変化がなかった場合は1となる。 

 

独立変数（仮説1・仮説2） 

広域連携推進度（中心市宣言数 / 域内市町村数） 

2014年 10月 1日時点において、各都道府県で中心市宣言を行った市町村の総数を当該自治体内における総市町村

数を独立変数とする。値が0に近いほど当該自治体が広域連携の取り組みについて消極的で、1に近いほど積極的であ

ることを意味する。 

中心市宣言は、「新たな広域連携」における核となる政策の一つであり、当該宣言が積極的になされているほど広域

連携が推進されていると言える。 

 

独立変数（仮説2） 

ごみ焼却施設数変化（2016年 / 2013年比） 

各都道府県の2016年におけるごみ処理焼却施設数を2013年におけるごみ処理焼却施設数で除した値を仮説2にお

けるもう一つの独立変数とする。データは「一般廃棄物処理実態調査結果」を参照した。施設数が減少した場合は0以

上1未満、増加した場合は 1より大きく、変化がなかった場合は 1となる。尚、0から0へ変化した場合も 1として

扱った。 

「2.1 仮説」に記載の通り、ごみ処理においては広域連携の重要性が高く、具体的には複数の自治体間で一つのごみ

焼却施設の共有が想定される。施設の共有とは、すなわち施設数の削減を意味し、この増減によって広域連携に推進度

合いを測ることができる。 



 

交互作用項（仮説1・仮説2） 

自治体財政のMoran I 統計量 

各都道府県内における経常収支比率（市町村財政）の Moran I 統計量を交互作用項とする。経常収支比率のデータ

については「教育用標準データセット」を、行政区域の空間データについては「国土数値情報 行政区域データ」を参

照した。 

Moran I 統計量とは、空間自己共分散を標準化した統計量であり、-1に近いほど空間的自己相関がなく、1に近いほ

ど空間的自己相関があることを意味する。つまり、-1 に近いほど、特定の地域内において類似した性質を持つ自治体

が分散していることを意味し、対して1に近いほど類似した性質を持つ自治体同士が集積していることを意味する（図

3.2）。 

Feiock(5)による指摘の通り、「①地理的近接性」と「③共通の政策目標」は、広域連携の成否を左右する。そこで、今

回の分析では、①地理的に隣接した自治体同士が、共通の政策課題、すなわち財政的自由度の低さという③共通の政策

目標を抱えてきているとき、広域連携の効果が左右される可能性がある。 

 

図3.2 経常収支比率のコロプレス図 

 
富山県（集積度が低い）   秋田県（集積度が高い） 

 
 

統制変数（仮説1・仮説2） 

統制変数として、行政の効率化に影響を及ぼすと考えられるものを使用した。 

具体的には、2013年における人口規模、地価、消費支出、2014年における女性の社会進出レベルである。いずれも

「教育用標準データセット」を参照した。以下では各変数についての説明を行なう。 

人口規模は、経済活動との関係性が古くから指摘されており、代表的なものとしては新古典派成長モデル等があげ

られる（Solow, 1956(9)）。また当然、自治体財政は地域経済に大きく依存し、健全な財政は行政の効率化をもたらすこ

とが最新の研究でも明らかにされている（林, 2017(10)）。 

地価についても、自治体が施設を新設または廃止するにあたってはその施設のみならず、その施設が新設または売

却される土地が存在し、重要な指標となることが考えられる。 

消費支出はその地域における代表的な経済指標の一つであり、地域住民の消費支出が多いということはすなわち地

域経済が活発であることを意味する。また上記と同様の理由で経済活動と行政効率には関係性が明らかにされている。 

女性の社会進出レベルに関しては、就業者の総数に占める女性割合とする。当該指標が高いほど、域内経済において

より効率的な人的資源の配分がなされていることを意味し、行政の効率化に影響し得る。 

 

各変数の内容と記述統計は以下の通りである。 

 

 

表3.2a 分析に用いる変数 

 項目 変数の内容 

従属変数 taikijidou_change 待機児童数変化 

 garbagecostpp_change 一人当たりごみ処理費用変化 

独立変数 centrate 広域連携推進度 

 plantnum_change ごみ焼却施設数変化 

交互作用項 zaisei_moran 自治体財政のMoran I統計量 

統制変数 pop_13 人口規模 

 landprice_13 地価 

 constitu_13 消費支出 

 woman_14 女性の社会進出レベル 

 
 



 
 

表3.2b 記述統計 

 
 

4. 分析結果 

Model 1, 2, 3の推定結果は以下の通りである。 

 

表4 推定結果 Model 1, 2, 3 

 
 

次節の第1項では仮説1に対する分析結果と考察を、第2項では仮説2に対する分析結果と考察を述べる。 

 

 

 



5. 結論と考察 

5.1 仮説1の分析結果の解釈 
Model 1 

推定の結果として、自治体財政のMoran I 統計量が高い地域では、広域連携推進度が高いほど待機児童が減少し、自

治体財政のMoran I 統計量が低い地域では、広域連携推進度が高いほどかえって待機児童が増加してしまうという結果

となった。この結果は1%水準で有意である。 

図5.1aはMoran I統計量ごとの広域連携推進度の限界効用を表したものである。 

図5.1bはMoran I統計量が平均+1標準偏差のときの回帰直線と、Moran I統計量が平均−1標準偏差のときの回帰直

線を散布図上にプロットしたものである。 

 

図5.1a 自治体財政のMoran I統計量と広域連携推進度の限界効果 

 
 

 

図5.1b 広域連携による待機児童減少（自治体財政のMoran I統計量別） 

 
 

上記の結果はFeiock(5)による Institutional Collective Action理論と合致する。近隣自治体間の協力行動（今回の場合、

広域連携）には行政効率化の効果が期待されるが、「地理的近接性」「共通の政策目標」を含むいくつかの要素を満たさ

ない場合、協力行動がうまくいかないこともあり得る。今回の分析は、地理的に近接する自治体同士が、財政体質改善

という共通の政策目標を共有する状態では、待機児童数の減少という形で行政の効率化を促し、そうでない場合には逆

効果となる可能性が示唆された。 

 



5.2 仮説2の分析結果の解釈 
Model 2 

推定の結果として、広域連携推進度が高いほど、一人当たりごみ処理費用を抑制できるという結果となった。この結

果は10%水準で有意である。また、Moran I統計量との交互作用項については統計的に有意な結果は得られず、Moran I

統計量に関係なく、常に広域連携の推進がごみ処理費用の削減を促すという結果となった。 

図5.2aは広域連携推進度と一人当たりごみ処理費用変化の関係をプロットしたものである。 

 

図5.2a 広域連携推進によるごみ処理費用の削減 

 
 
 

Model 3 

推定の結果として、ごみ焼却施設の変化率が低いほど、一人当たりごみ処理費用を抑制できるという結果となった。

この結果は5%水準で有意である。またModel 2と同様に、Moran I統計量との交互作用項については有意な結果は得ら

れず、Moran I統計量に関係なく、常に広域連携の推進がごみ処理費用の削減を促すという結果となった。 

図5.2bはごみ焼却施設数の変化と一人当たりごみ処理費用変化の関係をプロットしたものである。 

 

図5.2b ごみ焼却施設合理化によるごみ処理費用削減 

 

  



5.3 結論 

本稿では、Feiock(5)の Institutional Collective Action理論に基づき、待機児童数の減少、並びにごみ処理費用の削減にお

いて、広域連携の有効性を明らかにしてきた。分析の結果、待機児童数の減少に関しては、財政状況が類似する自治体

同士が地理的に集積している場合において、広域連携が待機児童数の減少に効果があることが示された。これは、Feiock(5)

があげた組織間の協力行動の成否を分ける要素に含まれる「地理的近接性」「共通の政策目標」によって説明できる。 

また、ごみ処理費用の削減に関しては、自治体同士の地理的な集積度に関わらず、広域連携の推進がごみ処理費用の

削減に効果があることが示された。これは規模の経済の問題の一つであり、Olson(6)のCollective Action理論によって説

明できる。 

本稿の意義は、以下の二つにまとめられる。一つ目は、組織間が協力行動を起こすことで行政を効率化することがで

きるという Feiock(5)の Institutional Collective Action理論を、広域連携の政策検証という実際に存在する事例を用いて実

証した点である。 

二つ目は、組織間の協力行動が常に行政の効率化を実現するわけではないということを実証したことである。今回の

分析ではごみ処理費用削減については常に組織間の協力行動が行政の効率化をもたらしたものの、待機児童数の削減に

ついてはそうはならなかった。このような事象が観測された背景として、Feiock(5)の挙げた「共通の政策目標」の重要性

が示唆される。今回の分析では二つの事例の間で共通する部分も多いが、「共通の政策目標」が存在したか否かという点

においては大きな差異が存在していると考えられる。具体的には、人口が多く財政的には比較的余裕があるはずの自治

体が待機児童数の増加に問題を抱えていることも多いのに対し、そうでない自治体においては待機児童の減少は政策目

標として認識されにくいということがあげられる。そのため、「共通の政策目標」が形成されにくく、組織間の協力行動

の効果に差異が生じている可能性がある。他方、ごみ処理費用の削減については、当該自治体における財政的余裕の有

無にかかわらず、財政状況を改善できる政策余地があり、「共通の政策目標」として認識されやすいのではないかという

仮説が立てられる。以上のように、「共通の政策目標」の共有がなされているか否かの重要性を示すことができた。 

今後の課題として、本稿では日本国内の都道府県を分析単位とし、サンプル数が少なくなってしまったことがあげら

れる。そのため、分析単位を市町村にまで細分化する、また日本のみならず外国の事象についても分析対象として加え

るなど、さらなる研究の余地があると考えられる。また、本稿では待機児童問題、並びにごみ処理問題のみを扱ったが、

その他の分野における広域連携についても検証を行ない、本稿の結果の外部妥当性を検討する必要がある。 
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